
総 資 産 1¶172¶213¶853 827¶313¶900 3¶602¶667¶276 1¶857¶828¶508 189¶962¶949 0 7¶649¶986¶486 12¶368¶920¶863 20¶018¶907¶349

１ 流動資産 707¶817¶158 0 0 0 0 0 707¶817¶158 11¶259¶543¶465 11¶967¶360¶623

現金及び預金 0 0 0 0 0 0 0 11¶240¶524¶580 11¶240¶524¶580

未成検査支出金 707¶817¶158 0 0 0 0 0 707¶817¶158 0 707¶817¶158

その他 0 0 0 0 0 0 0 19¶018¶885 19¶018¶885

２ 固定資産 464¶396¶695 827¶313¶900 3¶602¶667¶276 1¶857¶828¶508 189¶962¶949 0 6¶942¶169¶328 1¶109¶377¶398 8¶051¶546¶726

有形固定資産 199¶289¶615 144¶711¶466 3¶264¶225¶252 1¶125¶103¶777 6¶398¶729 0 4¶739¶728¶839 406¶548¶062 5¶146¶276¶901

建物 0 5¶626¶949 20¶573¶198 15¶311¶762 0 0 41¶511¶909 237¶085¶109 278¶597¶018

構築物 0 0 5¶851¶102 144¶543¶413 0 0 150¶394¶515 0 150¶394¶515

機械及び装置 0 8¶287¶126 0 155¶663¶473 0 0 163¶950¶599 0 163¶950¶599

車両運搬具 0 0 5¶697¶985 0 0 0 5¶697¶985 0 5¶697¶985

工具器具備品 199¶289¶615 130¶797¶391 3¶232¶102¶967 809¶585¶129 6¶398¶729 0 4¶378¶173¶831 169¶462¶953 4¶547¶636¶784

無形固定資産 265¶107¶080 682¶602¶434 338¶442¶024 732¶724¶731 183¶564¶220 0 2¶202¶440¶489 86¶903¶871 2¶289¶344¶360

ソフトウエア 265¶107¶080 682¶602¶434 338¶441¶828 732¶724¶731 183¶564¶220 0 2¶202¶440¶293 86¶903¶865 2¶289¶344¶158

電話加入権 0 0 196 0 0 0 196 6 202

投資その他の資産 0 0 0 0 0 0 0 615¶925¶465 615¶925¶465

敷金・保証金 0 0 0 0 0 0 0 615¶925¶465 615¶925¶465
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１ 事業の区分方法
独立行政法人原子力安全基盤機構法（以下、「機構法」という。）第13条の定める業務の範囲を基本として区分しております。

２ 各区分の主要な事業の内容
\ 検査等：機構法第13条第１項第１号に定める、原子力施設及び原子炉施設に関する検査その他これに類する業務及び機構法第13条第６号に定める、付帯する業務

機構法第13条第２項第１号及び第２号に定める、原子炉等炉規制法（第68条第１項から第３項まで）及び電気事業法（第107条第１項から第３項まで）の規定による立入検査等
機構法第13条第３項に定める、国の行政機関の求めに応じて行う、原子力の安全の確保に関する業務のうち運搬物確認等の業務

] 解析及び評価：機構法第13条第１項第２号に定める、原子力施設及び原子炉施設の設計に関する安全性の解析及び評価に関する業務及び機構法第13条第６号に定める、付帯する業務
^ 原子力災害の予防等：機構法第13条第１項第３号に定める、原子力災害の予防、原子力災害（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。）の拡大の防止及び原子力災害の復旧に関する業務及び機構法第13

条第６号に定める、付帯する業務
_ 調査、試験等：機構法第13条第１項第４号に定める、エネルギーとしての利用に関する原子力の安全の確保に関する調査、試験、研究及び研修に関する業務及び機構法第13条第６号に定める、付
帯する業務

` 情報の収集、整理等：機構法第13条第１項第５号に定める、安全確保に関する情報の収集、整理及び提供に関する業務及び機構法第13条第６号に定める、付帯する業務
a その他原子力の安全の確保：機構法第13条第３項に定める、国の行政機関の求めに応じて行う、原子力の安全の確保に関する業務のうち「検査等」に区分されている業務以外の業務
３ セグメントに配賦しなかったもの（法人共通）
\ 人件費 1¶258¶227¶318円（間接部門に係る人件費）
] 一般管理費（除く人件費） 1¶239¶932¶194円（間接部門に係る人件費以外）
^ 財務費用 2¶898¶659円（支払利息等）
_ 運営費交付金収益 6¶110¶380¶995円（法人共通費用に係る収益化額6¶110¶380¶995円）
` 資産見返負債戻入 92¶422¶235円（法人共通資産に係る戻入額）
a 財務収益 6¶860¶761円（受取利息等）
b 雑益 938¶860円（保険事務代行手数料等）
c 流動資産 11¶259¶543¶465円（現金預金等）
d 固定資産 1¶109¶377¶398円（うち有形固定資産 406¶548¶062円、無形固定資産 86¶903¶871円、投資その他の資産 615¶925¶465円）
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